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お客様の
暮らしになくてはならない

信頼される
誠実な企業でありたい

社是

私たちは、お客様に信頼される、誠実な企業でありたい 。

私たちは、取引先、株主、地域社会に信頼される、誠実な企業でありたい 。

私たちは、社員に信頼される、誠実な企業でありたい 。

株式会社セブン&アイ・ホールディングス
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様々なお客様のライフステージ、
ライフシーンに寄り添いながら
より良い毎日を実現します。
当社グループは、コンビニエンスストア、スーパーストア、百貨店、金融等の様々な業態を通じて得たお
客様との「つながり」を大切にしています。これからも、多様な価値ある商品・サービスをお届けし、お客
様一人ひとりのニーズを満たしてまいります。

「想像以上の提案で、
お客さまに発見を。」

（株）そごう・西武 72頁参照

「スマイルな育児を。
アカチャンホンポ」

（株）赤ちゃん本舗 76頁参照

60頁参照

“Give the customers what 
they want, when and　
where they want it.”

（訳）“いつでもどこでもお客様のために”

7-Eleven, Inc. 65頁参照

ひと皿に豊かな明日を

（株）セブン&アイ・フードシステムズ 77頁参照

急な出費にも「近くて便利」

（株）セブン銀行 74頁参照

新しいコトやモノが
「なにかある」「きっとある」

（株）ロフト 76頁参照

「いいもの。いつもの。」

（株）イトーヨーカ堂 68頁参照

▲
メイクアップステーション

▲
ATMサービス

セブンらくらくお届け便
▼

◀︎ デニーズ（ファミリーレストラン）

あなたの暮らしに
近くて便利！

（株）セブン-イレブン・ジャパン
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セブン&アイグループは、世界中にネットワークを持つ有数の小売グループです。あらゆるライフシーン
に対応した多業態経営を進めることで、多様なお客様との「つながり」、商品・サービスのイノベーション
を創出しています。

お客様との「つながり」がグループ
の原動力です。

セブンカフェ年間販売数

約11億杯
1分で約2,000杯

セブン-イレブンおにぎり年間販売数

約22億7,000万個
1分で約4,300個

セブン-イレブン年間料金収納代行取扱件数

約5億200万件
取扱金額　約5兆2,000億円
1分で約950件

セブンプレミアム年間売上

1兆4,130億円

セブンプレミアム販売金額10億円以上の
アイテム数

274アイテム
全4,050アイテム

商品・サービスのイノベーション

※1 出典「コンビニエンスストア統計調査月報」
（2018年3月～2019年2月までの全店ベース店舗売上高の合算値）

※2 内、セブン-イレブン国外店舗数は2018年12月末現在

2019年2月末現在

多様なお客様との「つながり」

セブン銀行ATM設置台数

約2万5,000台
1日当たりのATM利用件数　約230万件

国内マーケットシェア

44.4%
コンビニエンスストア合計売上規模※1：約11兆350億円
セブン-イレブン・ジャパン チェーン全店売上：約4兆8,988億円

7iD登録者数

約1,280万人
日本の人口の約10人に1人が会員　

日本国内

約2,400万人
日本の人口の約5.5人に1人が来店

日本国内

約22,400店

世界全体

約6,400万人

世界全体

約69,200店※2

1日当たり来店客数

店舗数
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SDGs※の達成に向けて

野菜工場による食品ロス削減再生可能エネルギー
使用店舗の取り組み

セブン＆アイは社会課題解決と
企業価値向上の両立を図り、
社会になくてはならない企業を
目指しています。

　 当 社 は、2015年 に 国 連 サミットで 採 択
された「持 続 可 能 な 開 発 目 標（Sustainable 
Development Goals）」の達成に向けて、本
業を通じた社会課題の解決に取り組んでいま
す。各事業会社の取組事例については各セグ
メントのページをご覧ください。

　お取引先であるプライムデリカ株式会社のご協力を
得て、2019年1月に神奈川県相模原市にセブン-イレブ
ン向け商品の専用野菜工場を稼働。サプライチェーン全
体で食品ロス削減を目指します。

　2018年5月にオープンしたセブン-イレブン相模原橋
本台1丁目店では、太陽光発電パネルと蓄電池を組み合
わせて、店舗運営に必要な電力の約46%を再生可能エ
ネルギーでまかなっています。

完全循環型ペットボトルリサイクル※1の実現

　店頭で回収したペットボトルを100%使用した
セブンプレミアム商品「一（はじめ）緑茶 一日一本」

（機能性表示食品）を2019年6月に全国セブン
&アイグループで発売。特定の流通グループの
店頭で回収したペットボトルを100%使用したリ
サイクルペットボトルを原材料として使い、ふた
たび同一の流通グループにおいて商品として販
売する取り組みは世界で初めて※2となります。

店舗一体型保育園の開園

　セブン-イレブン・ジャパンは、フランチャイズチェーン
本部として初となる加盟店従業員・オーナー・地域の皆
様向け保育施設「セブンなないろ保育園」を開園。今後
も、より多くの方々に活躍していただける環境づくりを
推進していきます。

産官民が連携したペットボトル回収スキームの実現

　東京都東大和市、日本財団、東大和市清掃事業協同
組合、セブン-イレブン・ジャパンは、相互の連携を強化
し、地域社会でペットボトル回収を進め、“ボトル to ボト
ル” のリサイクル促進を目的とした「ペットボトル自動回
収機」を順次設置します。
　これにより産官民が連携した新たなペットボトル回収
スキームが実現します。

完全循環型※1

PETボトルリサイクル
再生PET樹脂使用ボトル
Recycled plastic bottle100%

※1 本製品のPETボトルの原材料として、セブン&アイグループの店頭で回収された使用済PETボト
ルをリサイクルしたPET樹脂のみを、100%使用していることを表します。

※2 2019年6月5日時点。日本コカ・コーラおよび当社調べ

※Sustainable Development Goals：2015年9月の国連サミットで採択された国際目標。2030年までに貧困撲滅や格差の是正、気候変動対策など国際社会に共通
する17の目標と169のターゲットの達成を目指す。

収集・運搬業者
収集/PETボトルを圧縮

（ベール）

お客様（消費者）

コカ・コーラシステム
100%再生PET樹脂使用
ボトルを用いた製品製造

セブン&アイグループ店頭
使用済PETボトル回収

リサイクラー
使用済PETボトルを再資源化

（ボトル to ボトル）
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統合報告書

セブン&アイ経営レポート

ステークホルダ ーとの建設的な対話と

誠実なガバナンスによる価値協創の た め に

株式会社セブン&アイ・ホールディングス
2 0 1 9 年 6 月28日

　有価証券報告書、コーポレートガバナンス報告書等の
各種開示書類等において、多様に開示されている当社
の主要情報を、出来る限り分かりやすく集約・整理して
開示します。各ポイントにおいて、より詳細な資料等に
アクセスできるよう、別紙での開示やリンク先をご案内
しています。当社の取り組み内容等に関する皆様から
のフィードバックを、マネジメント・コーポレートガバナン
スのさらなる強化、企業価値の向上につなげていきます。

　当社は、2016年より、ステークホルダーの皆様との
「対話」を実り豊かにするために「コーポレートガバナン
ス・レポート」（以下「ガバナンス・レポート」といいます）を
発行し、2018年からは「価値協創ガイダンス」を活用し
た、より分かりやすい開示に努めてきました。
　この作成の過程で、価値協創ガイダンスの「価値観」「ビ
ジネスモデル」「持続可能性・成長性」「戦略」「成果と重

　当社は「マネジメント・コーポレートガバナンスに完成
はない」と考えており、継続して検討を行っていきます。
本レポートでは、当社としての取り組み、課題認識等を

　当社は、コーポレートガバナンス・コード（2018年6月
1日改訂）の各項目を、ステークホルダーの皆様との「対
話のポイント」と考え検討しており、当該コード所定のい
わゆる「特定開示項目」についても、本レポート上であわ
せてご説明（開示）いたします。
　なお、本レポートでは、コーポレートガバナンス・コー

要な成果指標」「ガバナンス」といった各要素が、有機一
体的に、どのように相互に連動しているのかを検討して
いるうちに、このような思考は、統合報告における「統
合思考」に相通じるものがあるのではないかと考えるよ
うになりました。
　そこで今般、価値協創ガイダンスに基づく「ガバナンス・
レポート」に「統合レポート」の良さを加えて新レポートと
して一体化することで、当社の中長期の企業価値向上
に関する取り組みを、より統一的に、分かりやすくお伝
えできるのではないかと考え、「セブン&アイ経営レポー
ト」を発行するに至りました。
　当社は、お客様との「対話」を通じ、サービス創造の機
会をいただいているように、お取引先・加盟店、株主・
投資家、地域社会、従業員を含めたすべてのステークホ
ルダーの皆様とも「対話」を重ねることが、企業価値向
上の機会になると考えており、真摯な「対話」を行ってお
ります。
　本レポートをご活用いただき、当社の取り組みについ
て、引き続き皆様からのアドバイスを頂ければ幸いです。
　今後とも、皆様のより一層のご理解とご支援を賜りま
すよう、よろしくお願い申し上げます。

「当社の言葉」で説明するとともに、検討中のテーマに
ついても、可能な限り、その方向性についてご説明し
ます。

ドの順番に拘わらず、当社のコーポレートガバナンスに
関する基本的な考え方に基づき、順序等を工夫して説明
していきます。
　各「特定開示項目」に対応する記載場所については、
以下の別表を参照いただければ幸いです。

本レポートの発行にあたって

本レポートの目的

分かりやすい情報の集約・整理・開示を目指します

「当社の言葉」で説明します

コーポレートガバナンス・コードが定める「開示項目」についても、整理して開示します

コーポレートガバナンス・コード（2018年6月1日改訂）特定開示項目対照表
原則 開示が求められる事項 本レポート（PDF）における記載場所

原則1-4 政策保有株式に係る方針、保有の適否の検証内容および議決
権行使の具体的な基準 97頁 9 政策保有株式について

原則1-7 関連当事者間の取引についての適切な手続の枠組み 117頁 4 関連当事者間取引の確認の枠組み

原則2-6 企業年金のアセットオーナーとしての機能を発揮できるよう
な人事面や運営面における取組み内容 118頁 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

原則3-1

(ⅰ)会社の目指すところ(経営理念等)や経営戦略、経営計画

19頁 中期経営計画

28頁 1．経営理念

28頁 2．企業行動指針

30頁 サステナビリティ（持続可能性）·成長性の確保

43頁 戦略

(ⅱ)コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方
針 88頁 コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

(ⅲ)取締役会が経営陣幹部·取締役の報酬を決定するにあたっ
ての方針と手続 110頁 役員報酬を決定するにあたっての方針と手続

(ⅳ) 取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役·監査役候補の
指名を行うにあたっての方針と手続 106頁 取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補者の指

名を行うにあたっての方針と手続

(ⅴ) 取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役·監査役候補の
指名を行う際の、個々の選解任·指名についての説明 109頁 4 取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補者

の指名を行う際の指名理由の説明

補充原則
4-1① 取締役会による経営陣に対する委任の範囲の概要 91頁 経営陣への委任の範囲の明確化

原則4-9 取締役会が策定する独立社外取締役の独立性判断基準 101頁 3 社外取締役・社外監査役の独立性に関する考え方および独
立性の基準

補充原則
4-11①

取締役会による取締役会の全体としての知識·経験·能力のバ
ランス、多様性および規模に関する考え方ならびに取締役の
選任に関する方針·手続

98頁 取締役会の構成（取締役会の知識・経験・能力のバランス、多
様性および規模）

106頁 取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補者の指
名を行うにあたっての方針と手続

補充原則
4-11②

取締役·監査役が他の上場会社の役員を兼任する場合におけ
る兼任状況 101頁 4 役員の兼任状況

補充原則
4-11③ 取締役会全体の実効性についての分析·評価の結果の概要 103頁 6 取締役会の実効性評価

補充原則
4-14② 取締役・監査役に対するトレーニングの方針 109頁 5 役員トレーニング

原則5-1 取締役会による株主との建設的な対話を促進するための体制
整備・取組みに関する方針 119頁 1 株主との対話・IR活動方針

当社グループの
ファンづくり

フィードバック

情報開示

企業価値の向上

マネジメント・
コーポレートガバナンスの

さらなる強化

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を全て実施しています。コーポレートガバナンス・コードの実施状況

【ご参考】コーポレートガバナンス・コードとは
東京証券取引所が策定した「実効的なコーポレートガバナンスの実現に資する主要な原則を取りまとめたもの」です。（2018年6月1日改訂）
また、原則の中には、特定の事項について開示すべきと定めているものがあり、このような項目は「特定開示項目」と通称されています。

コーポレートガバナンス・コード特定開示項目該当箇所に付けています。CGC

セブン&アイ経営レポート

統合レポート コーポレートガバナンス・レポート
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社長レター

私たちの企業理念

「信頼と誠実」の精神を
全ての取り組みの礎として

　セブン＆アイ・ホールディングスでは、「お客様、お取引先、株主、地域社会、社員に信頼
される、誠実な企業でありたい」を社是として掲げ、役員および全従業員のあらゆる事業
活動の礎としています。この社是は、グループの祖業であるイトーヨーカ堂の設立以来、
創業の精神として引き継いできたものです。「持続可能な成長」が地球規模の課題となっ
ている現在、あらゆるステークホルダーの皆様と協調し、連携しながら、企業としての成
長を図っていくことがますます重要になっています。さらに、限りある地球環境や資源を
活かして、豊かで快適な生活を実現するとともに、未来世代へその豊かさを手渡していく
ために、地球規模の視点を持って全体最適を図っていくことが、いま私たちに課せられた
責務であると考えています。このため経営に当たっては、未来世代もステークホルダーの
一員として意識し、「信頼と誠実」の理念をもって持続可能な成長に資する流通サービスの
実現に努めています。 社是➡︎28頁

お客様の生活に寄り添い、
新たな価値創造を通じて
持続可能な社会づくりに貢献する
流通サービスの明日を切り拓きます。代表取締役社長

井阪 隆一
1980年に（株）セブン‐イレブン・ジャパン
入社。2002年に同社取締役、2006年に
同社常務執行役員に就任。
商品本部長兼食品部長を経て、2009年に
同社代表取締役社長に就任。2016年5月
より、（株）セブン&アイ・ホールディングス
代表取締役社長。

日ごろセブン＆アイグループをお引き立ていただき、誠にありがとうございます。
本レポートでは、当社グループの取り組みにつき、財務情報とともに
Ｅ（環境）、Ｓ（社会）、Ｇ（企業統治）等の観点からも総合的に経営情報を開示し、ご報告しています。
本レポートを通じて、より一層のご理解を賜ることができれば幸甚に存じます。
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私たちの使命

お客様の暮らしに寄り添い
自己革新を通じて変化に対応

　当社グループは、国内および海外のコンビニエンスストア、スーパーストア、百貨店、専
門店など、世界に6万9,000店を超える店舗ネットワークを展開しています。私たちは世
界にも類のない総合的な流通サービスグループとして、あらゆる業態を通じてお客様の日
常生活に豊かさや利便性を提供し、毎日のニーズに適切にお応えし続けることが、私たち
の使命であると考えています。
　いま、世界の社会・経済を取り巻く環境は産業革命以来といわれる規模で大きく変動し
ており、景気変化等においても予断を許さない状況が続いています。また国内では少子
高齢化、人口減少が続いており、世帯人数の減少、共働き世帯の増加が顕著になっていま
す。そのような社会構造の変化を背景に、お客様の生活や消費に関する価値観も大きく変
化しています。Ｅコマース（電子商取引）の普及、モノの消費から体験の拡充などコト消費
へのシフトなどは、その変化を端的に物語っています。このような中にあって、私たちは
お客様の暮らし方や価値観に寄り添う商品やサービスの提供を追求し続けています。その
ため、私たちはこれまで流通サービスのリーディングカンパニーとして培ってきたノウハ
ウやイノベーション力を活かしつつ、既存の業態観にとらわれることなく自己革新を続け、
お客様ニーズの変化に即した流通サービスの創造に挑戦しています。 グループ店舗数等➡︎4頁

経営ビジョン

中期経営計画を通して
経営方針を明確化

　当社グループでは経営ビジョンをより明確に示すため、2016年10月に中期経営計画
を策定し、公表いたしました。このような中期経営計画の公表は、当社グループでは初め
ての取り組みです。私たちは中期経営計画を明示することで、当社グループの投資ポート
フォリオを明確に方向づけするとともに、あらゆるステークホルダーの皆様と私たちの経
営ビジョンを共有し、経営の透明性を高めてまいりたいと考えました。
　当該計画は、2018年2月期を初年度とし、2020年2月期を最終年度とした３カ年計画
です。本計画の推進にあたり、2017年度にはマネジメントアプローチの観点による事業
セグメントの見直しを実施。成長の柱と位置付けるコンビニエンスストア事業については
環境与件の異なる国内と海外を分け、それまで各事業セグメントに分散していた専門店を
専門店事業に集約しました。これにより事業の実勢に即した成長投資および事業改革等
を一層促進し、実効性の高い経営推進を図りました。
　この中期計画の目標達成に向けてグループを挙げて課題に取り組み、2019年2月期連
結決算では8期連続の営業利益更新を達成するなど成果を上げてまいりました。しかし、
物流や雇用環境の逼迫など計画当初の予測を超える経済環境の変動もあり、国内コンビ
ニエンスストア事業では2017年度下期以降、加盟店支援を優先し、チャージ1％減額をし
たことで、一時的に成長力が鈍化しました。また、構造改革事業と位置付けたスーパース
トア事業および百貨店事業では個別の店舗改革等で一定の成果を生みつつも、事業全般
の構造改革に遅れが生じています。これらを総合的に勘案した結果、当初計画の数値目標
を優先するよりも将来のさらなる成長に資する構造改革を推進すべきと判断し、2020年
2月期の営業利益目標を4,200億円とさせていただきました。
　この状況を真摯に受け止め、国内コンビニエンスストア事業では成長力の強化に向けて、
既存店投資を拡大するとともに、加盟店の皆様に寄り添いながらビジネスモデルの再構築
を含む抜本的な事業構造改革を進めています。また、スーパーストア事業および百貨店事
業では、これまでの店舗構造改革等を通じて得た経験や商圏等に関するデータなどを活か
しながら、さらに事業構造全般の改革を加速してまいります。改革に当たってはそれぞれ
ＫＰＩ（Key Performance Indicator）を設定し、客観的に進捗度を検証しながら、つねにＰ
ＤＣＡを回して迅速な対応を図ってまいります。 中期経営計画➡︎19頁

成長戦略

デジタル、金融、グループ商品戦略を柱に
新たなグループシナジーを創出

　当社グループでは、お客様や社会のニーズにより的確にお応えするとともに、地球環境

社長レター

17/2

（単位：億円）

18/2 19/2 20/2計画

3,530
3,645

3,865 3,916

4,150 4,115

4,500

4,200

営業利益
営業利益（計画） 営業利益（実績）

19年2月期は8期連続最高益更新、
20年2月期も最高益更新を見込むが中期経営計画数値目標を修正
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や社会課題への対応も目指して、2018年10月に新たな成長戦略を公表しました。これは
「デジタル」「金融」「グループ商品戦略」を柱として、新たな価値創造を図るものです。

　デジタル戦略では、2018年6月に（株）セブン-イレブン・ジャパン、（株）イトーヨーカ堂
が新アプリをリリースするとともに、グループ共通のサービスプログラム「セブンマイルプ
ログラム」を始動。その後、（株）そごう・西武、（株）赤ちゃん本舗、（株）ロフトの各事業会社
も、新規アプリをリリースして、「セブンマイルプログラム」に参加しています。これらの取
り組みを通じて、お客様一人ひとりとの接点を強化し、購買傾向に合わせた特典の提供等、
よりきめ細かな顧客サービスをタイムリーに実施。これまで事業会社ごとに保持してきた
顧客情報を、グループとして一元管理してCRM※を強化し、事業会社間の相互送客等を通
じて顧客サービスの向上を目指しています。これにより、日常のお買物から結婚や子ども
の誕生、就学、就職などライフステージの節目のニーズにも対応し、グループ全体でのＬＴ
Ｖ（ライフタイムバリュー）を高めてまいります。
　さらに、2019年7月には新たな金融決済システム「7pay（セブンペイ）」をスタートさせ
ます。これは「セブン-イレブンアプリ」内に、新たに決済機能を搭載し、スマートフォンで
決済できるキャッシュレスサービスです。これにより、2025年までにキャッシュレス比率
40％を目指すわが国の政策にも寄与してまいります。また、当社グループのセブン銀行
では、全国のセブン‐イレブン店舗や公共機関等に2万5,000台を超えるＡＴＭを展開して
います。当社グループはこのようにキャッシュとキャッシュレスの両面から決済インフラを
整備することで、より優位な環境の下で金融サービスの利便性向上を追求してまいります。
デジタル・金融戦略➡︎44頁

　グループ商品戦略では、グループ各社の商品や包装材料等の調達、物流体制を見直し、
より一層安全・安心で上質な商品やサービスの提供を追求しています。また、グループ全
体で調達の仕組みを見直し、サプライチェーン全体の最適化も促進します。これにより、こ
れまで企業間取引のはざまで発生していたムダやムラなど「外部不経済」の解消にも寄与
してまいります。このグループ商品戦略の推進に向け、2019年3月には「グループ商品
戦略本部」を立ち上げました。同本部を中心にお取引先様とも連携してサプライチェーン
全体の最適化に向けて、実効性の高い取り組みを追求してまいります。 グループ商品戦略➡︎48頁

※CRM：顧客の利用履歴などの情報蓄積をパーソナル販促などに活用し、顧客との継続的な結びつきを高めるマネジメント方法

環境・社会課題への対応

社会課題解決と企業価値向上の
両立を目指して

　私たちは世界に例のない多様な業態を擁し、時代や社会が求める価値の提供に努める
ことで、国内だけでも１日に約2,400万人のお客様にご利用いただけるまでに成長してま
いりました。このような中で、私たちの社会的責務も著しく増大しているものと認識して
います。私たちは社会課題解決と企業価値向上の両立を図ることで社会的責務を果たし、
将来にわたって社会から信頼をお寄せいただけるよう努めています。

　このため、私たちは2012年に署名した「国連グローバル・コンパクト」の10原則の実践
に加え、2014年にはステークホルダーの皆様との対話を通じて、社会と当社グループに
とって重要性の高い「5つの重点課題（マテリアリティ）」を特定しました。そして現在はこの
重点課題をＳＤＧｓ（国連「持続可能な開発目標」）」に示された17の目標とも関連付けながら、
本業を通じて課題解決に取り組み、さらに重点課題を起点とした新たな流通サービスのビ
ジネスモデルの創出を目指してまいります。5つの重点課題➡︎32頁

環境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』
　お客様やお取引先様をはじめ全てのステークホルダーの皆様とともに“豊かで持続可能
な社会”を実現していくため、2019年5月に環境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』を
公表しました。私たちの事業が消費市場でお客様からのご支持を拡大していくに従い、環
境負荷や外部不経済の面で社会的影響も発生させてきました。将来にわたって社会ととも
に成長していくには、この点を率直に認識して、課題解決に自ら積極的に取り組むことが
不可欠です。環境宣言の策定に当たっては、私たちの事業活動によって生じる環境負荷等
の中で、特に社会的な影響の大きい４つのテーマ※を特定し、目標を定量的に定めて2030
年という近い将来、そして2050年という次世代社会での使命と責務を具体的に示しました。
さらに4つのイノベーションチームを立ち上げ、グループ横断で実効性のある取り組みを

社長レター
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推進するとともに、グループ全従業員が一丸となり、お客様、お取引先様、地域社会の皆
様とも連携して課題解決を図ってまいります。 環境政策➡︎52頁

※４つのテーマ＝「CO2排出量削減」「プラスチック対策」「食品ロス、食品リサイクル対策」「持続可能な調達」

ダイバーシティ

多様な人財が活躍できる
組織文化の創造

　また、社会とともに持続的な成長を図るには、多様な人財が活躍できる組織文化を創造
していくことも不可欠です。そのために透明性の高い組織体制の構築と生きがいをもっ
て働ける環境の整備に注力しています。当社グループでは、2012年にダイバーシティ推
進プロジェクト（現ダイバーシティ&インクルージョン推進プロジェクト）を発足させ、性別、
国籍、障がいの有無、年齢など働く人たちの多様性や違いを認め合う環境づくりを推進。
働く人一人ひとりが子育てや介護などそれぞれの生活背景を有している点を理解し合い、
個々の特性や置かれた状況に合った柔軟な働き方を支援する体制を整備し、女性の活躍
推進をはじめ多様な人財が活躍できる公平な組織運営に注力しています。 人財政策➡︎56頁

コーポレートガバナンス

全てのステークホルダーの
皆様とともに

　私たちは、コーポレートガバナンスの根幹を社是である「信頼と誠実」の精神を実現する
ための仕組みととらえています。このため、コーポレートガバナンスの改善と拡充に努め、
本レポートの発行等を通じて、コーポレートガバナンスに関する情報開示を強化するととも
に、全てのステークホルダーの皆様と企業価値の向上に向けた対話の機会を広げるよう
努めております。また、2019年4月には、当社の取締役（社外取締役を除く）と執行役員を
対象に、従来の株式報酬型ストック・オプション制度に代わる新たな株式報酬制度（役員報
酬BIP信託等）の導入を決定しました。これは、コーポレートガバナンスの基本的な考え方
に基づき、中長期的な企業価値の向上と持続的な成長に寄与するために、適切な仕組みと
とらえています。
　また、株主の皆様への利益還元につきましては、利益向上に見合った株主還元を行う
ことを基本方針として、目標連結配当性向40％を維持しつつ更なる向上を目指してまい
ります。
　これまでご紹介してまいりました通り、私たちは社会課題解決と企業価値向上の両立を
図り、社会・経済の環境変化に対応した自己革新を推進することで、当社グループの強み
をいっそう強化し、全てのステークホルダーの皆様に更なる価値提供と適正な利益還元を
進めてまいります。皆様には引き続き当社グループへのご理解とご支援を賜りますよう、
よろしくお願い申し上げます。

社長レター

当社グループ経営方針

中期経営計画の概要 財務戦略

中期経営計画（2016年10月発表）  【 CGC  原則３-１（ⅰ）】

新たな経営体制により、持株会社としての役割と機能を強化し、事業会社へのサポートとモニタリング、最適な資源配
分を進め、中長期的な企業価値向上と持続的な成長の実現を目指します。

「信頼と誠実」「変化への対応と基本の徹底」

2020年2月期　営業利益4,200億※

目指すこと

すべきこと

●お客様のライフステージ・ライフシーンに寄り添いながら、商品・サービスの提供
を通じて、くらしの利便性を高める

●地域になくてはならない親しみのあるグループ

1.日米コンビニエンスストア(CVS)事業を成長の柱とし、
経営資源を集中させる

2.エリアと業態の「選択と集中」を進める
①エイチ・ツー・オー リテイリング（株）との資本業務提

携の基本合意書の締結、（株）そごう ・西武関西店舗
承継、首都圏基幹店への資産集中

②（株）イトーヨーカ堂：首都圏、食品事業への重点化の
検討開始

3.総合スーパー ・百貨店再生に、不動産再開発の視点
を取り入れる

4.オムニチャネル戦略の見直し
　顧客戦略の観点で、顧客生涯価値に重点化
5.来春を目処にマネジメントアプローチの観点でセグメ

ントを見直す

※2019年4月数値目標見直し

●お取引先様・世の中の技術革新など、あらゆるリソースを活用
●商品・サービスの絶対的価値、顧客満足度最大化の追求

設備投資 
事業毎目標とするROAを達成すべく、
規律ある投資を実行 
●ポートフォリオコミティで投資効率を精査
●成長事業へ傾斜配分（北米CVS事業はM&Aも検討）
●構造改革事業は既存店活性化へ

資金調達 
AA格の格付維持を前提としつつ
●成長戦略による資金調達が必要な場合は有利子負債を

調達
●金融の成長も見込むため、D/Eレシオ0.5倍程度は許容

株主還元 
「利益向上に見合う株主還元」を基本方針とし、連結配

当性向は40％を維持向上 
●成長事業投資とのバランスを勘案しつつ柔軟な資本政

策とする
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 いつも当社グループをご愛顧いただきありがとうご
ざいます。
　私は、経営推進本部長として、事業会社の経営管理、
新規事業開発・業務提携およびグループシナジーの創出、

ＩＲ、リスクマネジメント、コーポレートガバナンス等のグ
ループマネジメント機能を担当しています。本メッセージ
では、近時の課題認識を含め、グループマネジメントの
精度向上に向けた基本的な考え方についてお伝えします。

事業会社との率直な対話による
一層の連携・経営管理

 当社は持株会社として、持続的成長と中長期的な企
業価値向上を目指し、事業会社の経営執行のサポート、
監督マネジメント、経営資源の最適配分に取り組んでい
ます。これらの実現には、事業会社との連携を強化し、
率直な対話を不断に進めていくことが不可欠です。そ
れぞれの事業の現場でお客様と日々接している事業会
社の社員や経営陣が「お客様の立場に立って、事業をよ
り良くしていくためには何をなすべきか」を考え抜き、
私たちはその内容に真摯に耳を傾けることを、対話の出
発点として大切にしています。
　さらにお客様から頂くご意見はもとより、売上や客数
などのデータから、日々お客様に当社グループの商品・
サービスをどのようにご利用頂いているかを確認し、
なぜそのような結果になったのかをしっかりと検証する
ことで、PDCAを回して仮説・検証を重ねていくことを、

マネジメントの基本としています。
　流通サービスのイノベーション、そして活気ある売場
の創出には、お客様の立場に立って自ら考え抜き、実行
する姿勢と熱量が不可欠であり、それが企業価値を高
め続ける原動力を生むと、私たちは考えています。私た
ちは事業会社との対話を通じて、当社グループの社員、
経営陣が「お客様に喜んで頂くために試行錯誤を重ね、
お客様のニーズに合ったより良い商品・サービスを提供
し続けること」に、絶えず情熱を持って取り組んでいる
ことを確認しています。
　一方、事業として有形無形の経営資源を効率的かつ効
果的に活用していくことも、企業価値の向上には欠かせ
ません。持株会社として「各事業会社の強み・課題をしっ
かりと認識しつつ、限りある経営資源をどのように活用
すべきか」について、客観的な観点から事業会社に率直
に指摘し、課題解決に向けて連携して取り組んでいます。
　事業会社と持株会社という役割の違いはありますが、
お客様をはじめとしたステークホルダーの皆様にご満
足頂くことによる、持続的な成長と企業価値向上を目的
として共有しています。この共通の目的に向かって、今
後とも事業会社との連携をより一層強化してまいります。

新規事業開発、業務提携および
グループシナジーの創出

　当社グループは、様々な業態の小売・サービス事業を
展開しています。その中で事業会社間で共通する経営
インフラや経営課題も少なくありません。
　前述のように事業会社それぞれが、自ら工夫すること
が大切ですが、それとともに共通点を有する業務に取り
組む各事業会社の担当者間で議論する機会を設け、新た
な気づきを得ることも、各事業の活性化とイノベーショ
ンには必要です。お客様のニーズや価値観、ライフスタ
イル等が加速度的に変化している現在、事業会社の多
様な創意工夫を重視すると同時に、ノウハウを結集する
ことで、グループシナジーの最大化を図ってまいります。
　また、事業環境の大きな変化の中で、新たなシナジー
の創出には、グループ内に限定した取り組みだけでは
不十分です。このため、行政やグループ外企業の皆様
とも積極的に連携し、それぞれの強みや特色を活かして、
より良い商品・サービスの創造および環境変化に適合し
た新たな事業機会の創出等を追求しています。
　すでに、各分野の有力な企業様とも様々な業務連携

経営推進本部長メッセージ

事業会社と の対話・   連携を よ り一層強化し 、
グループマネジメント  の精度向上を実現します。

1990年に（株）セブン-イレブン・ジャパン入社。2002年
に同社取締役常務執行役員に就任。2009年に（株）セブン
&アイ・ホールディングス取締役を経て、2016年に同社取
締役常務執行役員経営推進本部長に就任。

取締役 常務執行役員　

伊藤 順朗

持株会社（当社）

「持続的成長」、「中長期的な企業価値の向上」

当社と事業会社とが目線合わせを常に行って共有

経営執行のサポート

目標・計画

経営執行の監督マネジメント

構造改革

最適資源配分

成長戦略

事業会社との対話·連携の強化による企業価値創造のしくみ 

ＰＤＣＡ・モニタリング

事 業 会 社
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を実現しており、新しい事業創出にも結び付いています。
今後とも、多様なパートナーの皆様とご一緒に、お客様
や社会の声に耳を傾けながらPDCAを回してまいります。
それらの取り組みを通じて当社グループの成長に欠か
せない、新規事業の創出に努めてまいります。

IRの強化と
資本市場の声をグループ内連携に活用

　当社グループの現状や将来像について、正しく株主
や投資家の皆様にお伝えするIR業務も、経営推進本部
の重要な責務です。当本部が事業会社の経営管理機能
とIR機能を有することで、株主・投資家の皆様から頂い
たご意見を各事業会社にフィードバックする等の連携も
きわめてスムーズになっております。
　持株会社が現場のお客様の声に真摯に耳を傾ける必
要があるように、事業会社も株主・投資家の皆様の関
心事や問題提起を主体的に受け止め、持株会社と一体と
なって課題解決を図ることが必要です。
　当本部が事業会社と株主・投資家の皆様の仲立ちを
して対話を推進することにより、事業の実態に即しつつ、

株主・投資家の問題意識を反映させたグループマネジメ
ントを実現することが、持株会社の重要な責務であると
考えております。引き続き、IR機能を強化することで、
資本市場の声をグループ内での連携により一層活用し
てまいります。

リスクマネジメントの再整備と
成果の経営への活用

　「リスクマネジメント」は、いまや「守り」の機能にとどま
らず、健全な企業成長を支える重要な役割を担っていま
す。このため、当社ではリスク管理項目の拡充を行い、
当社各部が事業会社のリスクマネジメントをフォローす
る体制を強化しています。
　また当本部がリスクマネジメント機能を担当する意義
の一つには、リスクマネジメントの成果をより具体的な
形で経営に活かすことにあります。
　リスクマネジメントの観点からの考察は、各事業会社の
経営を複眼的に確認する上でも、極めて有用です。これか
らも、リスクマネジメントの知見を事業の企画立案に活用
する等、「攻め」の観点からも積極的に活用してまいります。

経営推進本部長メッセージ

グループガバナンスの再構築

　2016年5月に新しい経営体制が発足し「グループの
英知を結集し、組織力を基盤とするグループガバナンス
をより強固なものにしていく体制」へ移行する等、新しい

「グループ経営ステージ」に入っています。
　この3年間、事業セグメントの再設定をはじめとして、
グループガバナンスの仕組み・プロセスについて、事業
会社とともに整備を進めてきました。今後は、規程等の
形式面を含め、グループ全体でのより統一的なガバナ
ンスシステムを構築してまいります。
　また、事業会社での取締役会の活性化についても取

り組んでまいります。当社の取締役会における審議の
質はこの3年間で非常に向上しています。各事業会社
の取締役会についても同様に、各社の経営陣が経営課
題を財務・非財務の両面から議論し、具体的な成果に仕
上げていくことがグループガバナンスの本当の底上げ
につながると考えます。
　これからも、各事業会社の取締役を兼務する当社役
員が各事業会社の取締役会の活性化に貢献することで、
より良いグループ経営につなげてまいります。

　今後ともステークホルダーの皆様のご指導、ご鞭撻
を賜りますよう、引き続きよろしくお願い申し上げます。

事業会社

　グループの理念・経営方針に基づき、短期はもとより、中長期の
グループ企業価値創造を牽引するための仕組みとして、持株会社
制度によるグループガバナンスを採用しています。
　当社は、グループを統括する持株会社として、グループの持続
的成長・中長期的な企業価値の向上のため、事業会社の経営執行
のサポート、監督および最適資源配分を実施するとともに、グルー
プ理念等の浸透、サステナビリティ政策・グループ長期戦略の立案、
グループ資本管理・財務規律、リスク管理・コンプライアンス体制
の整備、グループガバナンスの整備等の「グループマネジメント」お
よびＩＲ・ＰＲ等の「グループコミュニケーション」を担当しています。

　一方、傘下の各事業会社は、各々の自立性を発揮しつつ、担当
事業範囲について、当社との対話により定めた目標・計画に基づき、
ＰＤＣＡを回しながら、構造改革・成長戦略に果敢に挑戦し、責任を
全うすることにより、企業価値の向上および資本効率の向上に努
めています。
　このようなグループ企業間における明確な役割分担のもと、
当社持株会社と事業会社間の対話・連携をより一層緊密かつ強化
することで、中期経営計画の着実な実行はもとより、経営理念・
経営方針の実現およびグループ企業価値の向上に邁進していき
ます。

既存事業領域 新規事業領域 グループ戦略

持株会社（当社）

グループ　マネジメント／コミュニケーション

監督モニタリング／サポート ポートフォリオ最適化／最適資源配分

グループ理念等

内部統制 再生・事業組換え等

サステナビリティ
（ESG）

グループ
重要事項
意思決定

グループ
長期戦略

予算管理 新規事業等　創出

グループ
資本管理
財務規律

IR・PR
コーポレート

コミュニケーション

リスク管理
コンプライアンス

グループ
ガバナンス
設計・整備

企業価値創造を牽引するグループガバナンス体制

対話

持株会社制度によるグループガバナンス
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財務経理本部長メッセージ

持続的成長に向け、
健全な財務体質の維持と
資本効率向上を
目指してまいります。

持続的成長に向けて

　セブン＆アイグループの主たる事業である小売業を
取り巻く環境は、大きく変化しております。事業コスト
構造、労働集約的なビジネスモデルおよび店舗戦略の
抜本的な改革は、デジタル化の急速な発展と相まって喫
緊の課題でもあります。
　また、持続可能な社会実現のため、環境負荷低減に
向けた取り組みも遅滞なく推進することが必要なこと
から、今後も積極的な投資を予定しています。財務の
見地からは、中長期的な投資効果について、より見え

る化を進め、適時的確な経営判断を行いうる体制を強
化してまいります。

健全な財務体質の維持

　企業価値向上に向けて、成長戦略や構造改革等に係
る投資を実行するにあたっては健全な財務基盤の維持
が必要不可欠です。その一つの基準として、高格付（AA
格相当）の維持を方針としており、自己資本比率やD/E
レシオ等のKPI（Key Performance Indicator）を設定
し、管理することとしています。

2008年に（株）セブン＆アイ・ホールディングス入社。
2017年5月に執行役員財務企画部シニアオフィサー、
2018年3月より、執行役員財務経理本部長に就任。

執行役員 財務経理本部長

丸山 好道

　今後の資金需要に備えるべく、社債の発行登録や融
資枠を設定していますが、これも相応の信用力がなけ
ればなりません。
　また、格付機関や金融機関との対話を通じて、情報の
非対称性を解消することにより、財務コストの低減にも
努めてまいります。

資本効率の向上

　資本政策においては、資本効率の向上を図るべく、
効果的な資本配分と資本コストを意識した投資効率を追
求していきます。また現預金の有効活用について、グ
ループ内でキャッシュ・マネジメントシステムを整備して
おり、グループ内資金を活用することでバランスシート
を最適化し、金融収支の改善、ROAの向上にもつなげ
ています。

調達手段の多様化

　中期経営計画に掲げている、日米コンビニエンスス
トア事業を成長の柱とし、経営資源を集中させること
で、特に海外コンビニエンスストア事業のシェアが拡大
しています。そこで調達手段の多様化とALM(Asset 
Liability Management）強化を企図し、昨年、当社設

立後、初の米ドル建無担保普通社債を発行しました。今
後も内外資本市場でのプレゼンスを高め、調達手段の
柔軟性確保、通貨別ALM強化および為替リスク低減に
取り組んでまいります。
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Topics

資本政策の基本方針

　当社は、中長期的な企業価値向上と持続的な成長を
実現するため、「財務の安定性」を機軸とし、「資本効率
の向上」との両立を目指します。
　「財務の安定性」については、成長事業への積極的な
投資と中長期視点に基づいた新規事業への投資を可能
とする「健全な財務体質の維持」を目指し、高格付を維
持できる自己資本比率を重要指標と捉えています。
　「資本効率の向上」については、ＲＯＥを重要指標とし、

資本コストを上回るＲＯＥの継続的な実現を目指します。
具体的には、ＲＯＥをＲＯＡと財務レバレッジに分解した
上で、事業会社のＲＯＡと連結の財務レバレッジにて経
営管理を行っていきます。
　また、株主還元につきましては、連結業績に見合っ
た利益還元の実行を基本方針とし、安定的かつ継続的
な株主還元を目指しています。

株主還元

　株主の皆様への利益還元につきましては、基本方針
に基づき、1株当たりの配当金について目標連結配当

性向40％を維持しつつ、さらなる向上を目指してまい
ります。
　なお、2020年2月期の1株当たりの通期配当は、95
円を予定しており、配当性向は40％を見込んでおります。

純利益
売上高

売上高
総資産

総資産
自己資本

ROE

ROA 財務レバレッジ

1株当たり配当金の推移

配当性向（％） 36.4 39.4 55.7 112.7 45.2 42.2 41.0 34.2 37.3 46.7 82.3 43.9 41.4 40.0

2019年2月期は、5円増配の95円（配当性向41.4％）を配当

目標連結配当性向 ： 40％の維持向上
中間配当金 期末配当金
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記念配当金 ： 8円

財務経理本部長メッセージ

価値観

持続可能性・成長性

ビジネスモデル

Values

Sustainability/growth

Business model

目次
28  信頼と誠実

目次
30  サステナビリティ（持続可能性）・成長性の確保

目次
34  社会構造・ニーズの変化に対応する

当社グループ価値創造の軌跡
36  当社グループのビジネスモデル
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基本的な考え方

１．経営理念【 CGC  原則３-１（ⅰ）】 
　当社は、「社是」を以下のとおり定めています（１９７２年
制定）。社是は、当社グループの経営理念を包括的に象
徴する普遍的なものであり、グループ経営の根幹として、
最も大切にしています。

2．企業行動指針【 CGC  原則３-１（ⅰ）】
　「社是」に掲げる精神は、将来、社会環境がどれほど
大きく変化しても、ゆるぐことのない普遍的な理念であ
り、この理念を実現するために必要な考え方を「企業行
動指針」と して策定しています。

　「企業行動指針」は、当社グループの全役員および従
業員の基本姿勢を示したものであり、グループとしての
考え方を定めた「基本方針」と行動の原則を定めた「行動
基準」に分かれています。またグループ各社では、業態
に応じ具体的行動レベルに落とし込んだガイドライン・
行動規範を作成し、本指針と一緒に新入社員や新任役
職者研修等を通じて、 周知しています。

3．ステークホルダーとの適切な協働に関する考え方
　当社は、社是に基づき、お客様をはじめとして、お取
引先・加盟店、株主・投資家、地域社会、社員を含めた
すべてのステークホルダーの皆様から信頼される誠実
な企業を目指しています。そして、絶えず変化する社会・
お客様のニーズを新たな流通サービス創造の機会とと
らえ、「変化への対応と基本の徹底」をスローガンに、時
代の変化に対応した流通サービスの創造に邁進してい
ます。
　様々な変化のスピードが速まっている今日、当社では、
ステークホルダーの皆様が当社グループに抱いている
期待や関心を絶えず的確に把握することが重要と考え
ています。そのため、ステークホルダーの皆様との対話
を通して得られたご意見やご要望等の「声」 に迅速に対
応するよう心掛けると同時に、こうした「声」を企業活動
や経営意思決定プロセスに反映させていくこと（ステー
クホルダー・エンゲージメント）も重視しています。
　また、持続的な成長と企業価値向上に向けて、グルー
プ各社の事業特性に合わせた、本業を通じた社会課題
の解決につながる取り組みを推進しています。今後も
社是に掲げた精神を通して、ステークホルダーから信頼
される誠実な企業であり続けるよう努力していき ます。
　なお、当社では、毎年開催する「経営方針説明会」に
おいて、お客様をはじめとする様々なステークホルダー
を取り巻く社会の変化に対応した戦略について、代表取
締役から直接説明を行い、全社員への浸透を図ってい
ます。

社是・企業行動指針等の体系

当社グループのステークホルダー

地球環境

未来世代

【参考情報】ステークホルダー・エンゲージメント
URL:https://www.7andi.com/csr/organization/engagement.html

【参考情報】当社企業行動指針
URL：https://www.7andi.com/csr/policy/guidelines.html

社是

企業行動指針

各社ガイドライン・行動規範

「社是」
私たちは、お客様に信頼される、誠実な企業でありたい。
私たちは、取引先、株主、地域社会に信頼される、誠実な
企業でありたい。
私たちは、社員に信頼される、誠実な企業でありたい。

価値観

信頼される誠実な企業でありたい

株主・投資家 お取引先

地域社会

加盟店

お客様

従業員
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ビジネスモデル 戦 略 重要指標 ガバナンス持続可能性・
成長性価値観
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持続可能性・成長性

近年、持続可能な開発目標（SDGs※）やパリ協定をはじめとして、世界的な課題解決に向けた企業の役割
が重視されるようになっています。当社でも、こうした社会の要請にお応えし、企業としての責任を果た
していくために、自社のみならず広くサプライチェーン全体を視野に入れ、ステークホルダーと連携した
グローバルなESGの取り組みを推進していきます。

サステナビリティ（持続可能性）・
成長性の確保  

　当社は、当社社是「すべてのステークホルダーの皆様
から信頼される誠実な企業」であることこそ、コーポレー
トガバナンスの「根幹」であると同時に、会社のサステナ
ビリティ（持続可能性）・成長性を確保することができる

「基盤」であると考えています。
　透明性が高く、法令・社会規範を遵守する「誠実」なガ
バナンス体制により、ステークホルダーの皆様との対話

を通じて、社会の期待や要請を的確に把握し、環境（Ｅ）や
社会（Ｓ）などの諸課題における、社会的な負の影響を低
減しつつ、事業を通じた社会課題の解決に貢献する取り
組みを真摯に実行することが、ステークホルダーの皆様
からの末永い「信頼」となり、「社会の持続的な発展」と「企
業の持続的成長」に結実すると考えます。
　現在、このような取り組みを支えるガバナンスの仕組

みとして、企業行動指針をはじめとした各種方針を定め、
グループ横断組織「CSR統括委員会」とその傘下に企業
行動部会、消費者・公正取引部会、環境部会、社会価値
創造部会を設置し、サステナビリティを巡る外部環境・情
勢を的確に把握し、持続可能性・成長性を確保する諸政
策を適切に実行できる体制を構築しており、当社取締役
会は客観的観点からモニタリングを行っています。

　これからも、当社グループは、社会と企業の持続可能
な発展のために、社会の一員としての責任を果たすとと
もに、ステークホルダーとの対話を通じて、社会の期待
や要請にグループが一体となって応えていくことで「社
会価値と企業価値の両立」を目指してまいります。

基本的な考え方とサステナビリティを支える
ガバナンスの仕組み

【参考情報】CSRマネジメントについてはCSRWEBサイトをご参照ください
https://www.7andi.com/csr/organization/committee.html

社是に基づき、透明性の高い経営が確保され、法令・社会規範
が遵守される仕組みづくりに努めています。誠実なガバナンス
を起点とし、環境・社会のさまざまな課題に対して「企業として
の責任」を果たし、さらに「事業を通じた社会課題の解決」に取り
組むことで、SDGsが目指す「誰一人取り残さない」社会の実現
を目指します。

Governance（ガバナンス）

世界的な貧困、人権問題、国内における人口減少、少子高齢化、
小売店舗・社会的拠点の減少などの問題に対して、社会の一員
として商品や店舗などの事業を通じて、課題解決に取り組んで
います。

Social（社会）

気候変動や資源の枯渇などの問題に対して、商品や原材料、エ
ネルギーを無駄なく利用するとともに、お客様やお取引先にも
ご協力いただきながらサプライチェーン全体で環境負荷低減に
取り組んでいます。

Environment（環境）

　「持続可能な開発目標（SDGs）」は2015年9
月の国連サミットで採択された国際目標です。
2030年までに貧困撲滅や格差の是正、気候
変動対策など国際社会に共通する17の目標と
169のターゲットの達成を目指しています。

【 CGC  原則３-１（ⅰ）】
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持続可能性・成長性

■ リスク
高齢化に伴うニーズの変化への対応が遅れた場合の来店動
機の低下   など
■ 機会
高齢化に対応した商品やネットをはじめとした便利なお買物
環境・サービスの創出による販売機会の拡大   など

■ リスク
商品事故・店頭事故の発生や法令違反による信用の低下　
など
■ 機会
徹底した安全・品質管理や健康配慮商品などお客様ニーズ
に即した新しい商品提供による販売機会の拡大　など

■ リスク
気候変動に伴う店舗・物流網への物理的損害   など
■ 機会
省エネや廃棄物削減、リサイクル、エネルギー供給源の見直
しによるコスト削減　など

■ リスク
労働力人口の減少による人材不足・人件費の高騰   など
■ 機会
ダイバーシティ経営推進による競争力の強化・ 新規事業の
開発と優秀な人材の獲得　など

■ リスク
サプライチェーン上の人権問題の発生による商品供給の停
止や品質の劣化・社会的評価の低下   など
■ 機会
持続可能な原材料調達による競争力の拡大・エシカル消
費に対応した商品・サービス提供による販売機会の拡大      
など

リスク低減と機会の創出の仕組み

①方針：企業行動指針
②組織：ＣＳＲ統括委員会および傘下の社会価値創造部会、

デジタル戦略部

リスク低減と機会の創出の仕組み

①方針：企業行動指針、品質方針
②組織：ＣＳＲ統括委員会およびグループＱＣプロジェクト

リスク低減と機会の創出の仕組み

①方針：企業行動指針、『GREEN CHALLENGE 2050』
など

②組織：ＣＳＲ統括委員会および傘下の環境部会

リスク低減と機会の創出の仕組み

①方針：企業行動指針
②組織：ＣＳＲ統括委員会および傘下の企業行動部会、

ダイバーシティ&インクルージョン推進プロジェ
クト

リスク低減と機会の創出の仕組み

①方針：企業行動指針・お取引先行動指針・持続可能な
調達基本方針

②組織：ＣＳＲ統括委員会および傘下の消費者・公正取引
部会、環境部会

重点課題１ 高齢化、人口減少時代の社会インフラの提供

重点課題2 商品や店舗を通じた安全・安心の提供

重点課題3 商品、原材料、エネルギーのムダのない利用

重点課題4 社内外の女性、若者、高齢者の活躍支援

重点課題5 お客様、お取引先を巻き込んだエシカルな社会づくりと資源の持続可能性向上

【参考情報】サステナビリティを巡るリスク・機会　URL： https://www.7andi.com/csr/sustainability/sustainability.html

【参考情報】ＣＳＲＷＥＢサイト　URL：https://www.7andi.com/csr/theme/theme.html

■ サステナビリティに関わる重点課題（マテリアリティ）の特定

■ サステナビリティを巡るリスク・機会

 当社は、事業領域が拡大し、関係する社会課題や社
会要請が多様化する中、サステナビリティを巡る課題を
確認し、ステークホルダーの皆様の期待や要請にグルー
プ一丸となってお応えするため、ステークホルダーの
方々との対話を通じて当社グループが取り組むべき「5
つの重点課題（マテリアリティ）」を特定しました。重点課
題は、時代・社会の変化、ステークホルダーからの要請
の変化にあわせて適宜見直しを行います。

 各重点課題に対しては、当社が与える負の影響を低
減する取り組みを推進する一方で、商品やサービス、店

　環境・社会に関わるさまざまな課題は、企業のサステ
ナビリティを脅かすリスクとなる一方、社会課題の解決
に取り組むことは、新しいビジネスチャンスにつながり
ます。当社では、5つの重点課題に関わるリスクとチャ

舗など本業を通じてこれらの課題を解決するCSV※の取
り組みを進めています。

 2015年に、2030年までの国際社会共通の目標とし
て国連で採択されたSDGsの達成に事業を通じて貢献し
ていくために、それぞれの目標と5つの重点課題の関
連性を整理して、当社のサステナビリティの取り組みに
組み込みました。

ンスを把握し、リスクの低減に努めるとともに、社会課
題を解決する新たなビジネスモデルの創出を通じて、持
続可能な社会と企業の持続的成長を目指しています。

※Creating Shared Value：
　社会的価値と経済的価値の双方を生み出す共通価値の創造

「重点課題（マテリアリティ）」と主なリスク・機会 （例）

重点課題特定プロセス

「5つの重点課題」の特定
ステークホルダーと当社事業の双方にとって重要性の高い項目を重点課題として特定

整理した92項目の社会課題から、事業と関連性の高い33項目を抽出

高齢化、人口減少時代の社会インフラの提供

商品や店舗を通じた安全・安心の提供

商品、原材料、エネルギーのムダのない利用

社内外の女性、若者、高齢者の活躍支援

お客様、お取引先を巻き込んだエシカルな
社会づくりと資源の持続可能性向上

重点課題1

重点課題2

重点課題3

重点課題4

重点課題5

ステークホルダー（お客様、お取引先、株主・投資家、従業員）へのヒアリング

有識者とグループ経営陣との対話

社
会
の
変
化
を
踏
ま
え
て
適
宜
見
直
し
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2005年
セブン&アイ・ホールディングス

設立

意義

持株会社体制による
多業態グループ経営

ビジネスモデル ｜ 社会構造・ニーズの変化に対応する当社グループ価値創造の軌跡

1920年〜1960年代 1970年〜1980年代 1990年〜 2000年代 現在

■ 社会構造・ニーズの変化

■ 提供価値

高度経済成長 オイルショック バブル崩壊

大規模小売店舗法

量から質を重視するニーズの高まり

モノ不足 モノ不足からモノ余りの時代へ モノ消費からコト消費へ SDGs

京都議定書

ワークライフバランス

食の安全・安心への関心

少子高齢化

共働き世帯の増加（食の外部化ニーズの高まり）

より良い物を安く
多くの地域のお客様にご提供

日本の
コンビニ運営を参考にした、
米国のお客様ニーズの充足

いつでも入出金可能な
便利さの提供

コンビニ、スーパー、
百貨店等の業態を超えた
グループシナジーによる

新しい商品・サービスの提供

環境（E)、社会（S)、ガバナンス（G)に
配慮した中長期の企業価値向上経営

社会課題解決と企業価値向上の両立

2001年
アイワイバンク銀行

（現セブン銀行）設立
意義

流通業初の顧客視点に
基づく決済銀行

1991年
米国サウスランド社

（現7-Eleven, Inc.）再建
意義

日本企業による
米国セブン-イレブンの再建

グローバル展開

大型店と小型店の共存共栄

既存小型店の活性化

お客様が商品を選別する
買い手市場での質と

利便性の高い商品の提供

1974年
セブン-イレブン開店

意義

日本型コンビニの創造と
社会インフラとしての確立

1920年
羊華堂創業（後に「めうがや」から改称）

1946年
北千住店開店

意義

創業
信頼と誠実の精神

1961年
スーパーチェーン

展開開始
意義

セルフサービス・チェーン運営
を活用したお客様を向いた商売

おいしい外食の提供

1974年
デニーズ開店

意義

日本型ファミレスチェーン
の創造

社内外の女性、若者、
高齢者の活躍支援

お客様、お取引先を巻き込んだ
エシカルな社会づくりと
資源の持続可能性向上

商品、原材料、エネルギーのムダのない利用

高齢化、人口減少時代の
社会インフラの提供

商品や店舗を通じた
安全・安心の提供

地域になくてはならない親しみのあるグループ

お客様のライフステージ・ライフシーンに寄り添いながら、
商品・サービスの提供を通じて、くらしの利便性を高める

社是　信頼と誠実

目指すこと
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当社グループのビジネスモデル

すべてのライフステージに応える
多業態グループ経営

お取引先との密接な
チームマーチャンダイジングによる

商品・サービス
イノベーション力

お客様の
立場に立った

接客力

情報集積の要
としてのＣＲＭ※

情報
活用力

（1）ビジネスモデルの全体像

■ 企業価値創造の源泉要素

多業態グループ経営
　当社グループは「あらゆるステークホルダーから信頼
される誠実な企業」を目指し、お客様の様々なライフス
テージにお応えできる「多業態グループ経営」をビジネ
スモデルとして事業の発展を図っています（右図ご参照）。
　グループを取り巻く社会課題や環境変化をビジネスの
機会として捉え、様々な業態の事業会社がそれぞれ培っ
てきたノウハウや共に働く多様な人材を経営資源として
一元的に結集、活用することで、他に類を見ない新しい
商品やサービス（価値）を創造しています。
商品・サービスイノベーション力
　また、生産者（農家等）、メーカー、ベンダー（問屋）、物
流会社などのお取引先様とも、相互信頼をベースとし
た密接な関係（チームマーチャンダイジング）を構築して
おり、それぞれが持つノウハウ・スキルを結集して商品・
サービスを開発・販売する「イノベーション力」も、当社
グループ独自の企業価値創造の源泉です。
情報活用力
　さらに、グループ各社をご愛顧いただいているお客
様のお買い物実績やご意見等の情報を集積し、多角的
な観点から分析して新しいニーズの発見とサービスの
開発・向上につなげています。このお客様との継続的
なつながりによる「情報活用力」も当社グループの企業
価値創造を支えています。
接客力
　そして、お客様の立場に立って考え、様々なニーズ・
微妙な嗜好の変化を理解し、お客様一人ひとりに合わせ
たきめ細やかな対応ができる従業員の「接客力」も当社
グループが創業以来大切に培ってきたものです。

■ 当社が提供する価値内容
（アウトカム）

　当社グループのビジネスモデルに基づく事業を通じ、

お客様には暮らしの利便性を高める質の高い商品・サー
ビスを提供することで、多様なライスステージ・ライフ
シーンのお客様ニーズの充足を図っています。
　また、サプライチェーンマネジメント等を通じた取り組
みにより、ムリ・ムダ・ムラをなくし、資源の効率的な利
用による環境負荷の低減を図っています。
　さらに、グループシナジーマネジメント等を通じた取
り組みにより、社会インフラとして、本業を通じ社会課
題解決に貢献するとともに、働きがいを高め、生産性の
向上を図っています。

■ これらを支えるガバナンス
（当社取締役会による客観的なモニタリング）

　当社グループは、上記のビジネスモデルおよび企業
価値創造の源泉要素の積極的活用を図るため「中期経
営計画」を定め、中長期の企業価値向上を目指すサステ
ナビリティ経営を志向して、経営戦略を推進しています。
同時に、これらの着実な実施を支える仕組みとして、当
社と事業会社間の密接な連携によるグループガバナン
ス体制を構築しています。

　また、当社取締役会は、「環境（Ｅ）、社会（Ｓ）要因等を踏
まえた、中長期的企業価値向上プロセスとしての妥当性」
を含めた客観的な観点から、「当社が目指す経営方針と
ビジネスモデル・戦略の整合性」「経営陣の事業執行状況
および経営戦略の進捗状況」を、具体的な事業の実施状
況の確認を通じて、継続的にモニタリングしています。
　これからも信頼と誠実の精神のもと、当社グループ
独自のビジネスモデルを通じて、お客様や社会に価値を
提供し続けることで、持続的な企業価値向上に努めてま
いります。

加盟店

お取引先

株主
投資家

多様な
ライフステージ
ライフシーンの

お客様

地域社会

従業員

お客様との
継続的な

「つながり」
による

情報活用力

グループシナジーマネジメント サプライチェーンマネジメント

サステナビリティ経営 中期経営計画経営戦略の推進

経営陣 中長期的企業価値
向上の仕組み

誠実な経営体制による
客観的なモニタリング

取締役会 コーポレートガバナンス

きめ細やかな
接客

ステーク
ホルダー

お取引先との多様な
ノウハウ・スキルを結集

当社が提供する
価値内容

（アウトカム）

社会

環境

生産者
（農家等）

ベンダー
（問屋）

メーカー

物流会社

ムリ・ムダ・ムラを
なくし資源の効率
的な利用による
環境負荷低減

社会インフラとし
て社会課題解決

に貢献

働きがいを高め
生産性を向上

各業態のノウハウや
人材など

経営資源を結集
フード

サービス

金融
サービス

IT/
サービス

専門店

コンビニ
エンスストア

総合
スーパー

食品
スーパー

百貨店

ステークホルダーとの真摯な対話から得た新たな流通サービス創造の
学びが経営資源に蓄積され、持続的な成長を実現

※ＣＲＭ:顧客の利用履歴などの情報蓄積をパーソナル販促などに活用し、
　顧客との継続的な結びつきを高めるマネジメント方法

モニタリング

企業価値創造の源泉要素

暮らしの利便性を
高める質の高い
商品・サービス

の提供
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当社グループのビジネスモデル

（2）バリューチェーンを通じた価値創造

当社グループは、ビジネスモデル（前ページ参照）を活用し、バリューチェーンの各段階で独自の仕組みを構
築することにより、連鎖的に付加価値を創造しています。
今後も、お客様一人ひとりのニーズに向き合い、より良い生活・環境・社会の在り方を模索し、新しい価値
の創造に挑戦してまいります。

■ 主な優位・差別化ポイント

● 共同調達による品質の安定化とコスト競争力
● 顔や産地が見える食品など消費者の安心を追求（トレーサビリティ体制）。

調達 安全・安心とコスト競争力を両立する原材料の調達を実現1

■ 主な優位・差別化ポイント

● チームマーチャンダイジングによる高い商品開発力の発揮
● 社会のニーズやお客様の声を敏感に捉えた商品企画・開発

商品企画・開発 社会のニーズを敏感に捉え、グループの
商品開発におけるノウハウを結集2

4 物 流 5 営業・販売 6 廃 棄3 製 造2 商品企画・開発1 調 達

4 物 流 5 営業・販売 6 廃 棄3 製 造2 商品企画・開発1 調 達

　セブン-イレブンでは、米飯や惣菜などのデイリー商
品において、どこの工場で、どのような原材料がどのく
らい使用されているのか、また、どの店舗にどの原材料

を使用した商品が納品されているのかをデータベース
で管理し、正確に把握する「レシピマスターシステム」を
導入しました。

商品ができるまでの履歴を一元管理

原材料から履歴チェック

原材料管理データ

販売エリアから履歴チェック

情報情報
物流管理データ

商品から履歴チェック

各原材料の原産国、
工場、添加物等のデータ

各地区ごとの原材料、
使用量や使用期間等のデータ

商品に使用している
原材料のデータ

レシピマスター
（メニューレシピ管理データ）

　イトーヨーカドーの「顔が見える食品。」は、国産の農・畜・水産物を取り扱い、
商品の生産者をはじめ、生産地や生産方法、流通経路を正確にお客様に伝えら
れるように管理しています。
　「ヨークベニマルの産地が見える商品」では、店舗で生産者を表示するほか、
商品に貼付されたシールの生産番号から商品の生産履歴を確認できるようにし
ています。

生鮮食品の生産・流通履歴を正確に把握

　お客様のニーズに合った質の高い商品をつくるため、
さまざまな分野のメーカー様やベンダー様とチームMD

（マーチャンダイジング）による商品開発を行っていま
す。チームＭＤでは原料の調達から生産・加工・配送ま
で検討を重ね、常に品質の高い商品をお届けしています。

　また、お客様の健康や栄養に関する興味・関心は、近
年ますます高まりを見せています。「セブンプレミアム」
の商品開発は、お客様の健康的な生活を応援する商品
の開発に積極的に取り組んでいます。グループ商品戦略➡︎48頁

オリジナル商品開発手法「チームマーチャンダイジング」

原料
メーカー

包材
メーカー

製造
メーカー

本部MD
(商品開発担当）

ベンダー

セブン-イレブンにおけるチームマーチャンダイジング
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■ 主な優位・差別化ポイント

● 専用工場による高い商品力の実現
● 安全性と高品質を堅守し、短時間で効率的な納品の仕組みを確立
● お取引先との協働によるサプライチェーンの人権・労働・環境面への

配慮の推進

製造 グループの総合力を活かし、
安全・品質管理を徹底して商品を製造3

■ 主な優位・差別化ポイント

● 物流の効率化で実現する鮮度の維持と採算性の向上
● 最新の技術を活用した効率的で働きやすい環境の整備　

物流 効率的な物流の確立で商品の鮮度と採算性を向上4

■ 主な優位・差別化ポイント
● 毎日の暮らしの安心・便利を支えるサービスの提供　
● 買い物不便を解消する、さらなる利便性の追求
● 多様な人材が活躍し成長できる、魅力ある職場づくり

営業・販売 多彩なサービスと多様な人材が創出する競争力5

当社グループのビジネスモデル

4 物 流 5 営業・販売 6 廃 棄3 製 造2 商品企画・開発1 調 達

4 物 流 5 営業・販売 6 廃 棄3 製 造2 商品企画・開発1 調 達

4 物 流 5 営業・販売 6 廃 棄3 製 造2 商品企画・開発1 調 達

全国セブン-イレブン店舗

温度帯別
共同配送センター

毎日配送
全国159拠点

製造工場

毎日生産
全国178拠点

（専用工場： １66拠点）

毎日発注

セブン-イレブン・ジャパン
本部

データ 物流

発注

発注

個店別
仕分け
データ 

納品

納品

生産地

産地 チルド車

野菜プロセスセンター 製造工場 店舗

適
温

一般的な輸送方法

セブン-イレブン 

30°C

0°C

（温度)

　当社グループでは、2012年度より、途上国にあるプ
ライベートブランド商品のお取引先製造工場を中心に年
一度、「セブン＆アイグループお取引先行動指針」の遵守
状況を確認するCSR監査を実施しています。また、指針

の遵守に必要な具体的事項を明記したセルフチェックシー
トへの回答をデータベース化し、取引継続の判断の際
の参考としています。

お取引先と一体となって社会・環境に配慮

　セブン-イレブンの強みの一つが、専用の原料を使っ
て、専用のレシピに基づき、専用の設備で製造する「専
用工場」での製造インフラであり、これによりお客様の
ニーズに応えながら高い安全性・品質を実現しています。

　専用工場で製造された商品は、温度帯別共同配送セ
ンターから店舗へ納品されます。店舗からの発注デー
タを製造工場および温度帯別共同配送センターと共有
し、短時間で効率的な納品を実現しています。

「セブン-イレブン専用工場」をはじめとする製造インフラの確立

※製造工場数、専用工場数、温度帯別共同配送センター数は2019年2月末現在

　セブン-イレブンでは、畑で収穫されたばかりの野菜
を新鮮なまま輸送・加工するために「コールドチェーン（低
温物流網）」を導入しています。収穫された野菜はその
場で低温保管され、特別な配送車で、生産地から野菜プ
ロセスセンター、製造工場、店舗まで、一貫した温度管
理のもとで配送されています。この仕組みによって高
品質を維持し、新鮮な商品をお客様に店頭でお届けする
ことが可能となっています。

鮮度管理は畑から

　お買物が不便な地域にお住まいの方や、お出かけする
のが難しい高齢者などを対象に、2011年5月から移動
販売サービス「セブンあんしんお届け便」を開始していま
す。2019年4月末時点で、全国で94台の販売車両が稼
働しており、移動販売先ではご要望にきめ細かくお応え
することで、地域に欠かせないサービスとなっています。
　また、ご注文いただいた商品をお店からご自宅へお
届けする「セブンらくらくお届け便」は、高齢者の見守り
にもつながっています。これらの活動を通じて、2019
年4月末時点で、全国505の自治体と「高齢者等の支援

に関する協定」を結び、地域の「安全・安心」に貢献して
います。

地域の高齢者の生活を応援
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セブン-イレブン専用工場だからこそ実現した技術革新　展開エリアは北海道を除く19,915店（２０１９年４月末時点）、２０１９年１２月末に全国展開予定

「サラダ」長鮮度化の取り組み

従来（約1日半）⇒約2日半へ　＋1日延長

先行エリアでの販売実績

販売鮮度低温・連続工程

廃棄ロス ： 約2%改善販売 ： 約2割増加
※廃棄率は従来商品との差

野菜と副材を分けた
二段容器にトップシー
ルタイプの蓋

　お店から出た野菜くずなどを「資源」として扱うという発想から、
環境循環型農業「セブンファーム」を運営しています。
　セブンファームは、食品残さを堆肥化し、その肥料を使って栽培

した野菜を店舗で販売する
もので、日本全国に14カ所

（2019年2月末現在）展開
しています。

「セブンファーム」の環境循環型農業

セグメント戦略

グループ戦略・政策
44  デジタル・金融戦略
48  グループ商品戦略
52  環境政策
54  総務・法務政策
56  人財政策

戦略
Strategy

経営方針実現に向けた戦略・政策 【 CGC  原則３-１（ⅰ）】

　当社グループは、社会課題解決と企業価値向上の両立を図り、社会・経済の変化環境
に対応した自己革新および当社グループの強みの伸長を図るため、中期経営計画および
グループ戦略・政策を策定・推進し、無形資産を含む経営資源の積極活用を図っています。
　また、各事業会社は、グループ戦略等を織り込みながら、各セグメントの事業環境等に
基づき、それぞれ事業戦略を策定・遂行し、経営資源の有効活用を図っています。
　当社取締役会は、中期経営計画はもとより、各戦略の進捗状況や、経営資源・無形資
産の活用・強化の取り組みについて、資本効率等の関連を含め、検証・確認を行っており、
内容に応じ、当社各本部長、事業会社社長からも説明を求めています。

社会構造変化に対応した
戦略を策定

環境・社会構造の変化

目次

お客様の
ライフスタイルの変化

当社グループのビジネスモデル

■ 主な優位・差別化ポイント
● 食品廃棄の削減（発生抑制、再利用、飼料化、肥料化）
● 商品の省資源化や消耗品の使用量削減
● 循環型社会（サーキュラーエコノミー）の実現を支えるリサイクルシステム

廃棄 徹底した廃棄物の削減で循環型社会を実現6
4 物 流 5 営業・販売 6 廃 棄3 製 造2 商品企画・開発1 調 達

65
海外

コンビニエンス
ストア事業

72
百貨店事業

76
専門店事業

60
国内

コンビニエンス
ストア事業

68
スーパーストア

事業

74
金融関連事業

店舗

堆肥場
食品残さを
堆肥化処理

セブンファーム

お客様

食品残さで
つくられた
堆肥を使って
作物を栽培

作物を店頭で販売

循環型農業に
取り組み、
食品廃棄物の
削減を推進

店舗で
回収した
食品残さ

堆肥

　当社グループでは、お客様に新鮮で安全・安心な商品
をお届けするために、店舗における商品の鮮度管理を
徹底しています。これは品質を守るための重要な取り組
みですが、加盟店オーナーや従業員にとって負荷のか
かる作業であり、期限切れ商品の廃棄コストも重い負担
となります。
　セブン-イレブンでは、素材や製造工程、温度管理を

見直すことで添加物に頼らず、味や品質を落とすことな
く従来よりも長い消費期限を可能にしたチルド弁当や、
長鮮度のパン類・惣菜・麺類を開発。商品サイクルが従
来よりも長くなったことで、店舗運営の支援につながっ
ています。また、消費期限の延長は、食品廃棄の削減に
も好影響を及ぼすと考えられることから、今後も積極的
に取り組んでいきます。

消費期限の長い商品で食品廃棄を削減

①販売鮮度延長
②野菜品質向上
③製造コストダウン
④見た目の改善

入荷から製造までを
一貫して

4℃以下で管理

58  セグメントの概要

42 セブン&アイ経営レポート 43セブン&アイ経営レポート




